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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

  

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

３  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

４  当社は、平成27年10月１日を効力発生日として普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っておりま

す。第97期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定してお

ります。 

５  当社は第98期第２四半期会計期間より「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。当該信託が保有する当

社株式については、四半期財務諸表において自己株式として計上しております。このため、１株当たり四半

期純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数は、その計算において控除する自己株式に、

「役員報酬ＢＩＰ信託」が保有する当社株式を含めております。 

  

２ 【事業の内容】 

当第３四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社に異動はありません。 

回次 
第97期 

第３四半期累計期間 
第98期 

第３四半期累計期間 
第97期 

会計期間 
自  平成26年４月１日 
至  平成26年12月31日 

自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日 

自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日 

売上高 (千円) 10,307,516 9,805,845 13,149,057 

経常利益 (千円) 2,206,565 1,783,012 2,595,809 

四半期(当期)純利益 (千円) 1,621,986 1,572,924 1,857,263 

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― 

資本金 (千円) 1,650,000 1,650,000 1,650,000 

発行済株式総数 (株) 33,000,000 16,500,000 33,000,000 

純資産額 (千円) 34,802,297 38,311,748 36,678,229 

総資産額 (千円) 40,358,020 44,252,074 42,658,197 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 118.38 114.81 135.55 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) ― ― 20.00 

自己資本比率 (％) 86.2 86.6 86.0 
 

回次 
第97期 

第３四半期会計期間 
第98期 

第３四半期会計期間 

会計期間 
自  平成26年10月１日 
至  平成26年12月31日 

自  平成27年10月１日 
至  平成27年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 56.85 50.01 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

(1)業績の状況 

当第３四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）におけるわが国経済は、政府の経済政策や

日本銀行の金融政策により企業収益や雇用情勢に改善の動きが見られ、景気は緩やかな回復基調となりましたが、個

人消費の回復は依然として鈍く、海外景気の減速に対する懸念もあり、引き続き先行き不透明な状況で推移いたしま

した。 

当社の関連業界におきましても、生活防衛意識や節約志向、業種業態を越えた企業間競争の激化が続き、厳しい状

況で推移いたしました。 

このような状況の中で当社は、「生活者の信頼に応え、豊かな健康生活に貢献する」という経営理念の下、中期経

営計画（平成27年４月から平成30年３月まで）において「ポジティブエイジングケアカンパニーとして、健やかに、

美しく、歳を重ねることに貢献する」という事業ビジョンに基づき、「持続的成長に向けた新規事業領域の確立」を

基本方針として「新規事業領域の成長基盤の構築」「薬用養命酒の収益体質の維持」「生活者視点に立った事業活動

を基盤としたＣＳＲ経営の推進」の各施策に取り組んでおります。 

当第３四半期累計期間の業績は、「養命酒」の売上が前年同四半期を下回り、「その他商品・サービス」の売上は

前年同四半期を上回ったものの、売上高は9,805百万円（前年同四半期比4.9％減）となりました。利益面につきまし

ては、「養命酒」の売上減少により、営業利益は1,532百万円（前年同四半期比21.1％減）、経常利益は1,783百万円

（前年同四半期比19.2％減）となりました。四半期純利益につきましては、社有地売却に伴う固定資産売却益527百万

円を特別利益に計上し、1,572百万円（前年同四半期比3.0％減）となりました。 

セグメント別には以下のとおりです。 

①養命酒関連事業 

養命酒関連事業の売上高は9,625百万円（前年同四半期比4.9％減）となりました。 

＜養命酒＞ 

国内における「養命酒」につきましては、主力購買層である高齢者層と地方エリアでの新規顧客の獲得と継続

飲用者の維持を目指し、「疲れと胃腸不調」や「冷えて眠れない」などの「養命酒」独自の価値である複合症状

の解決を訴求しました。また、提供番組へのテレビ広告、テレビスポット広告、新聞広告、交通広告、ラジオ広

告、雑誌とのタイアップ広告等の各種広告に合わせて、店頭露出を拡大することを目的に什器導入を積極的に行

うなど、クロスメディアを効率的に展開し、更に話題を喚起するためのウェブキャンペーン等を実施したもの

の、暖冬の影響もあり、国内における「養命酒」の売上高は8,172百万円（前年同四半期比8.3％減）となりまし

た。 

海外における「養命酒」につきましては、「養命酒」の知名度と購買意欲の向上を目指し、主要輸出先（台

湾・香港・マレーシア・シンガポール）の市場環境に即した販売促進活動を実施しました。季節毎の商戦期にお

いて、店頭販売促進活動や、テレビ、ラジオ、ウェブ広告、キャンペーン等を実施し、海外における「養命酒」

の売上高は360百万円（前年同四半期比6.0％減）となりました。 

以上の結果、「養命酒」全体の売上高は8,533百万円（前年同四半期比8.2％減）となりました。 

＜その他商品・サービス＞ 

「酒類」につきましては、ハーブワイン「HER HERBS」シリーズの拡充、「フルーツとハーブのお酒」の商品パ
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ッケージのリニューアルと新たなフレーバー商品の追加等により取扱小売店が増加し、店頭での試飲会や季節

毎の記念日企画等取扱小売店と連携した販売促進活動やキャンペーンの実施により、売上高は282百万円（前年同

四半期比17.4％増）となりました。 

「エイジングケア商品」につきましては、「食べる前のうるる酢ビューティー」の販売を関東１都６県から全

国に拡大し、スーパーマーケット店頭での試飲会、ウェブ広告、雑誌広告、サンプリング、通信販売の強化等を

実施したことに加えて、新たなフレーバー商品を追加し、売上高は229百万円（前年同四半期比72.6％増）となり

ました。 

「くらすわ・養命酒健康の森」につきましては、「くらすわ」は来店客数の増加によりレストランと物販が堅

調であったことに加えて、卸売等が伸長し、売上高は「養命酒健康の森」の売上を合算し、496百万円（前年同四

半期比31.7％増）となりました。 

以上の結果、「酒類」、「エイジングケア商品」、「くらすわ・養命酒健康の森」にその他の売上を合算し、

「その他商品・サービス」全体の売上高は1,092百万円（前年同四半期比31.9％増）となりました。 

②その他 

鶴ヶ島太陽光発電所と不動産賃貸の売上を合算し、売上高は180百万円（前年同四半期比4.1％減）となりまし

た。 

  
(2)財政状態の分析 

当第３四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ1,593百万円増加し、44,252百万円となりました。

これは主に売掛金が1,068百万円、投資有価証券及び関係会社株式に含まれる保有株式が時価評価の増加等により894

百万円それぞれ増加したことによるものであります。 

負債は、前事業年度末に比べ39百万円減少し、5,940百万円となりました。これは主に固定負債のその他に含まれる

繰延税金負債が312百万円増加した一方で、未払法人税等が256百万円、流動負債のその他に含まれる未払消費税等が

253百万円それぞれ減少したことによるものであります。 

純資産は、前事業年度末に比べ1,633百万円増加し、38,311百万円となりました。これは主に四半期純利益1,572百

万円の計上及び配当金548百万円の支払により利益剰余金が1,024百万円、その他有価証券評価差額金が609百万円それ

ぞれ増加したことによるものであります。 

  

(3)研究開発活動 

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は309百万円であります。 

  
(4)主要な設備 

前事業年度末において計画中であった重要な設備の新設について、当第３四半期累計期間に完成したものは、次の

とおりであります。 

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 
（所在地） 

セグメントの名称 設備の内容 
投資額 

（百万円） 
資金調達方法 完成年月 

駒ヶ根工場 
（長野県駒ケ根市） 

養命酒関連 原料保管倉庫 418 自己資金 
平成27年 
11月 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

（注）平成27年６月26日開催の第97回定時株主総会決議により、平成27年10月１日付で普通株式２株を１株とする株

式併合を実施しました。これにより、発行可能株式総数は66,000,000株減少し、66,000,000株となっておりま

す。 

  

② 【発行済株式】 

  

（注）１ 平成27年６月26日開催の第97回定時株主総会決議により、平成27年10月１日付で普通株式２株を１株とする

株式併合を実施しました。これにより、発行済株式総数は16,500,000株減少し、16,500,000株となっており

ます。 

 ２ 平成27年６月26日開催の第97回定時株主総会決議により、平成27年10月１日付で単元株式数を1,000株から

100株に変更しております。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

（注）平成27年６月26日開催の第97回定時株主総会決議により、平成27年10月１日付で普通株式２株を１株とする株

式併合を実施しました。これにより、発行済株式総数は16,500,000株減少し、16,500,000株となっておりま

す。 

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 66,000,000 

計 66,000,000 
 

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成27年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成28年１月29日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 16,500,000 16,500,000 

東京証券取引所 
（市場第一部） 
名古屋証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数
は、100株
でありま
す。 

計 16,500,000 16,500,000 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成27年10月１日 
（注） 

△16,500 16,500 ― 1,650,000 ― 404,986 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

（注）１ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式99株が含まれております。 

 ２ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩ

Ｐ信託口・75828口）所有の当社株式60,500株（議決権の数605個）が含まれております。 

 ３ 平成27年６月26日開催の第97回定時株主総会決議により、平成27年10月１日付で普通株式２株を１株とする

株式併合を実施しました。これにより、発行済株式総数は16,500,000株減少し、16,500,000株となっており

ます。 

 ４ 平成27年６月26日開催の第97回定時株主総会決議により、平成27年10月１日付で単元株式数を1,000株から

100株に変更しております。 

  

② 【自己株式等】 

（注）日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託口・75828口）が所有する当社株式は、上記自己

保有株式に含まれておりません。 

  

２ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

  

 

      平成27年12月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 

普通株式 2,740,000 
 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 13,735,700 
 

137,357 ― 

単元未満株式 普通株式 24,300 
 

― 一単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 16,500,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 137,357 ― 
 

    平成27年12月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
養命酒製造株式会社 

東京都渋谷区南平台町 
16―25 

2,740,000 ― 2,740,000 16.60 

計 ― 2,740,000 ― 2,740,000 16.60 
 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役執行役員 
人事総務部長、監査室長 

取締役執行役員 
人事総務部長 

清 水 政 明 平成27年８月10日 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成27年10月１日から平成27年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１ 【四半期財務諸表】 

(1) 【四半期貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成27年12月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 2,388,076 3,289,540 

    売掛金 2,643,606 3,711,799 

    有価証券 4,299,753 2,800,371 

    商品及び製品 320,888 336,556 

    仕掛品 178,713 170,417 

    原材料及び貯蔵品 575,905 652,308 

    その他 252,512 258,124 

    流動資産合計 10,659,456 11,219,118 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物（純額） 3,023,509 3,349,715 

      その他（純額） 3,235,187 3,132,559 

      有形固定資産合計 6,258,696 6,482,274 

    無形固定資産 23,379 64,629 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 18,030,853 19,328,185 

      長期預金 4,500,000 4,000,000 

      その他 3,190,811 3,162,940 

      貸倒引当金 △5,000 △5,074 

      投資その他の資産合計 25,716,664 26,486,051 

    固定資産合計 31,998,740 33,032,955 

  資産合計 42,658,197 44,252,074 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 318,249 351,795 

    未払法人税等 510,856 254,386 

    賞与引当金 244,261 116,887 

    その他 1,574,185 1,499,823 

    流動負債合計 2,647,552 2,222,892 

  固定負債     

    役員退職慰労引当金 48,350 48,350 

    その他 3,284,065 3,669,083 

    固定負債合計 3,332,415 3,717,433 

  負債合計 5,979,967 5,940,326 
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                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成27年12月31日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 1,650,000 1,650,000 

    資本剰余金 676,680 690,705 

    利益剰余金 34,375,845 35,400,736 

    自己株式 △5,016,440 △5,033,285 

    株主資本合計 31,686,085 32,708,156 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 4,994,503 5,604,245 

    繰延ヘッジ損益 △2,359 △653 

    評価・換算差額等合計 4,992,144 5,603,592 

  純資産合計 36,678,229 38,311,748 

負債純資産合計 42,658,197 44,252,074 
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(2) 【四半期損益計算書】 

【第３四半期累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第３四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

売上高 10,307,516 9,805,845 

売上原価 3,257,368 3,195,136 

売上総利益 7,050,147 6,610,708 

販売費及び一般管理費 5,107,189 5,077,888 

営業利益 1,942,958 1,532,820 

営業外収益     

  受取利息 24,083 17,523 

  受取配当金 202,915 217,047 

  その他 47,594 27,098 

  営業外収益合計 274,594 261,669 

営業外費用     

  支払利息 10,608 10,669 

  その他 379 807 

  営業外費用合計 10,987 11,477 

経常利益 2,206,565 1,783,012 

特別利益     

  固定資産売却益 260,428 527,513 

  特別利益合計 260,428 527,513 

特別損失     

  固定資産除却損 27,688 6,177 

  特別損失合計 27,688 6,177 

税引前四半期純利益 2,439,304 2,304,348 

法人税、住民税及び事業税 769,000 696,000 

法人税等調整額 48,318 35,423 

法人税等合計 817,318 731,423 

四半期純利益 1,621,986 1,572,924 
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

  

  
(四半期貸借対照表関係) 

偶発債務 

下記のとおり従業員の財産形成持家融資制度による借入金に対し債務保証を行っております。 

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。 

  

当第３四半期累計期間 

（自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日） 

（役員報酬ＢＩＰ信託に係る取引について） 

当社は、取締役（社外取締役を除く。以下同じ。）及び当社と委任契約を締結している執行役員（以下「取締役

等」という。）を対象に、信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。 

１．取引の概要 

当社は、平成27年６月26日の第97回定時株主総会決議に基づき、これまで以上に当社の中長期的な業績の向

上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的として、会社業績との連動性が高く、かつ透明性・客観

性の高い役員報酬制度として、業績連動型の株式報酬制度である「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入いたしまし

た。 

本制度では、取締役等のうち一定の要件を充足するものを受益者とし、当社が当社株式の取得資金を拠出す

ることにより信託を設定します。当該信託は、予め定める株式交付規程に基づき取締役等に交付すると見込ま

れる数の当社株式を、当社からの第三者割当により取得します。その後、当該信託は、株式交付規程に従い、

信託期間中の各事業年度の業績目標の達成度等に応じて、当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭を

役員報酬として、毎年一定時期に交付及び給付いたします。 

  
２．信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当第３四半期会計期間において122,452

千円、60,500株であります。 
  

 

前事業年度 
(平成27年３月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成27年12月31日) 

6,460 千円 5,966 千円 
 

  
前第３四半期累計期間 

(自  平成26年４月１日 
至  平成26年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日) 

減価償却費 357,759 千円 375,292 千円 
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(株主資本等関係) 

前第３四半期累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの 

該当事項はありません。 

  
３．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

  
当第３四半期累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

  
(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当社は、「養命酒関連事業」の単一の報告セグメントとしており、その他の事業等については、重要性が乏しい

ため、記載を省略しております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  
Ⅱ  当第３四半期累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当社は、「養命酒関連事業」の単一の報告セグメントとしており、その他の事業等については、重要性が乏しい

ため、記載を省略しております。 

  
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 493,263 18.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 548,033 20.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２  平成27年10月１日を効力発生日として、普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施しております。こ

れに伴い、前事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定して

おります。 

３  株主資本において自己株式として計上されている「役員報酬ＢＩＰ信託」に残存する当社株式は、１株当た

り四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。 

１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当第３四半期累計期間

において26,620株であります。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

項目 
前第３四半期累計期間 

(自  平成26年４月１日 
至  平成26年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日) 

１株当たり四半期純利益金額 118円38銭 114円81銭 

 (算定上の基礎)     

四半期純利益金額(千円) 1,621,986 1,572,924 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 1,621,986 1,572,924 

普通株式の期中平均株式数(株) 13,701,557 13,700,052 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

平成28年１月29日

養 命 酒 製 造 株 式 会 社 

取 締 役 会   御 中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている養命酒製造株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第98期事業年度の第３四半期会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、養命酒製造株式会社の平成27年12月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社員 

  公認会計士    小  野    隆  良         ㊞ 

 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社員 

  公認会計士    江  口    泰  志         ㊞ 

 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長塩澤太朗は、当社の第98期第３四半期（自  平成27年10月１日  至  平成27年12月31日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 


	第３四半期報告書
	表紙
	中扉
	目次
	扉
	第一部　【企業情報】
	第１　【企業の概況】
	１　【主要な経営指標等の推移】
	２　【事業の内容】

	第２　【事業の状況】
	１　【事業等のリスク】
	２　【経営上の重要な契約等】
	３　【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３　【提出会社の状況】
	１　【株式等の状況】
	２　【役員の状況】

	第４　【経理の状況】
	１　【四半期財務諸表】
	２　【その他】


	第二部　【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書
	確認書




